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講義概要

１．索道に関する法体系
２．鉄道事業法 索道事業とは
３．索道事業の許可… 許可・工事計画

許可基準
国の検査・運輸開始

４．索道施設の変更… 認可・届出・国の検査
検査を必要とする変更
軽微な変更

５．索道事業の休止・再開・廃止
６．索道技術管理者… 責務

権限・選任・解任・解任命令
要件・届出

７．索道技術管理員… 要件・選任
８．索道施設の維持・管理… 法・省令：技術上の基準

告示
通達
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鉄道事業法*

鉄道事業法施行規則*

鉄道事故等報告規則

鉄道運転事故等報告書等の様式を定める告示

鉄道事業等報告規則

鉄道施設等検査規則*

鉄道事業等監査規則

索道施設に関する技術上の基準の細目を定める告示*

索道施設に関する技術上の基準を定める省令*
索道施設の審査及び維持管理要領（通達） *

１．索道に関する法体系

細目告示の解釈・運用について（通達） *

＊印：説明する規定類P1

P26

P82

P93

P99

P33
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鉄道事業法

第一章（総則）

第一条（目的）

この法律は、鉄道事業等の運営を適正かつ合理的な

ものとすることにより、輸送の安全を確保し、鉄道等の

利用者の利益を保護するとともに、鉄道事業等の健全

な発達を図り、もつて公共の福祉を増進することを目的

とする。

２．鉄道事業法

第三章 索道事業

第３２条（許可） ～ 第３８条（準用規定）

P1

P10
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P1

鉄道事業法

第二条（定義）
５ この法律において「索道事業」とは、他人の需要に応じ、

索道による旅客又は貨物の運送を行う事業をいう。

２．索道事業とは（１）

【通達】「索道施設の審査及び維持管理要領」

1.1.2 用語
（１）索道 ：架空した索条に搬器を懸垂して旅客又は旅客及び

貨物を運送する施設の総体をいう。

P35

鉄道事業法施行規則

第４7条（索道の種類）
一 普通索道（扉を有する閉鎖式の搬器を使用して・・・
二 特殊索道（外部に解放された座席で構成されるいす式の搬器を

使用して・・・

P53

索道の種類及び方式 基礎講習会テキスト参照 P1 P35 6



許可
申請

許
可

検査
申請

運輸
開始

合
格

３．索道事業の許可

提出：工事計画
（鉄道事業法第33条）

建設

（鉄道事業法第33条） （鉄道事業法第34条の2）

運輸開始前に
（鉄道事業法第34条の2）

・工事計画との合致
・技術上の基準への適合
（鉄道事業法第34条の2）

許可申請から運輸開始までの流れ
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P10

鉄道事業法

第三章 索道事業 第三十二条（許可）

索道事業を経営しようとする者は、索道ごとに、国土

交通大臣の許可を受けなければならない。ただし、国土
交通省令で定める索道については、この限りでない。

３．索道事業の許可 許可・工事計画（１）

鉄道事業法施行規則

第四十四条（事業の許可を必要としない索道）
法第三十二条 ただし書の国土交通省令で定める

索道は、次のとおりとする。
一 専ら貨物を運送する索道
二 国が経営する索道であって地方運輸局長の承認を

受けたもの

P53
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P10
鉄道事業法

第三十三条 （許可申請）
索道事業の許可を受けようとする者は、次に掲げる

事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなけれ
ばならない。
一．予定する区間
二．国土交通省令で定める索道の種類
三．国土交通省令で定める索道施設に関する工事計画

３．索道事業の許可 許可・工事計画（２）

鉄道事業法施行規則

第４８条（索道施設に関する工事計画）

…工事計画には、別表第十上欄に掲げる索道施設の
種類ごとに、それぞれ同表中欄に掲げる事項を記載しな
ければならない。…

P53
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P71

３．索道事業の許可 許可・工事計画（３）

（以下省略）
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P11

鉄道事業法

第三十四条（許可基準）

国土交通大臣は、索道事業の許可をしようとするとき
は、次の基準に適合するかどうかを審査して、これを
しなければならない。

一 工事計画が第三十五条の国土交通省令で定める
技術上の基準に適合するものであること。

二 その事業を自ら安全かつ適確に遂行するに足る

能力を有するものであること。

３．索道事業の許可 許可基準

＊「技術上の基準」は索道の維持・管理の項で説明
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P11

国の検査

鉄道事業法

索道事業の許可を受けた者（以下「索道事業者」
という。）は、索道施設について、運輸の開始前に、
国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣
の検査を申請しなければならない。（略）

P82

P36

３．索道事業の許可 国の検査・運輸開始

運輸開始

鉄道事業法施行規則

第七十八条 （届出）

運輸を開始した場合 →  遅滞なく届出

P61

P13

第三十四条の二（索道施設の検査）

検査規則

検査申請書

開始届出書
12



施設変更

認可申請

認

可

施

設

変

更

予

定

別

表

11

施設変更届出

別

表

10 施
設
変
更

検査

申請

合

格

軽
微
な
変
更

P73

検
査
規
則

P82

４．索道施設の変更

P71 P31 変更認可申請書

P33 変更届出書

P35

P3 法38条準用法12条

P55
規則56条（索道施設の変更の認可申請）
規則57条（索道施設の変更の届出）
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［第３８条で準用する第１２条（読み替え後）］
第十二条 （索道施設の変更）
１ 索道事業者は、第三十四条の二第一項の検査（※許可時

の検査）に合格した後において索道施設を変更しようとする
ときは、国土交通省令で定めるところにより当該変更に係る
工事計画を定め、国土交通大臣の認可を受けなければなら
ない。ただし、国土交通省令で定める軽微な変更については、
この限りでない。

２ 索道事業者は、前項ただし書の国土交通省令で定める軽微
な変更をしようとするときは、その旨を国土交通大臣に届け出
なければならない。

３ 索道事業者は、第一項の認可を受けた索道施設の変更の
うち国土交通省令で定めるものに係る工事を完成したときは、
遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣
の検査を申請しなければならない。

P3

４．索道施設の変更 認可・届出・国の検査

鉄道事業法
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鉄道施設等検査規則

P84
第九条 （検査を必要とする索道施設の変更）
一 次に掲げる工事に伴う索道施設の変更

イ 索道の方式の変更の工事
ロ 索道の運転速度の増加の工事
ハ 循環式索道における搬器の出発間隔の短縮の工事
ニ 搬器の最大乗車人員又は最大乗車人員及び最大積載量の

増加の工事
二 前号に掲げる工事に伴わない索道施設の変更で次のもの

イ 支柱の新設並びに位置及び高さの変更
ロ 原動設備の主原動機の種類及び出力の変更
ハ 変電所及び配電所の
（１） 発電機 新設、種類・個数・容量の変更
（２） 主変圧器 新設、種類・個数・容量の変更

（10kV未満は1,000KVA以上、10kV以上は500KVA以上）
ニ 配電線路の新設（10kV以上、1km以上）

４．索道施設の変更 検査を必要とする変更

P35 手数料表・申請書15



［第５６条第３項で準用する第５４条］
（索道施設に関する工事計画の変更の届出）
第五十四条 …省令で定める軽微な変更は、別表第十一上欄に掲げ

る索道施設の種類ごとに、それぞれ同表下欄に掲げるとおりとする。

鉄道事業法施行規則
P55

P73

４．索道施設の変更 軽微な変更
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休止

休
止
届
出

廃止
廃止
届出

再開

6ヶ月
以上
休止

予定期間通り
6ヶ月
未満
休止

再
開

届
出

期間
変更

基準

適合

確認

基準適合確認書

５．索道事業の休止・再開・廃止（１）

P22 休止届出書

P11

P11

P24 様式・記載例

P23 再開届出書

法３７条

P11 法３７条

法３７条

P54 規則５１・52条

P54 規則51条

P54 規則52条

P2１ 休止・再開取扱い通達
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技術上の基準の細目を定める告示

P11

鉄道事業法

索道施設基準適合確認書の添付

第三十七条（事業の休廃止等）

索道事業者は、索道事業の全部又は一部を休止し、

又は廃止したときは、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に

届け出なければならない。

２ 索道事業者は、六月以上休止している索道事業の

全部又は一部を再開しようとするときは、当該索道施設

が第三十五条の国土交通省令で定める技術上の基準に

適合していることを確認し、その旨を国土交通大臣に

届け出なければならない。

P2１

５．索道事業の休止・再開・廃止（２）

P24

休止・再開取扱い通達

様式・記載例

※ 「索道の維持・管理」の項で説明

P54 規則51・52条

P54 規則52条2項

技術基準告示3条2号・臨時検査

P76 細則：臨時検査（２）適合確認検査

P99

18



６．索道技術管理者 責務（１）

［第３８条で準用する第１８条の３］鉄道事業法

第十八条の三 （安全管理規程等）（抜粋）

１ 索道事業者は、安全管理規程を定め国土交通大臣に届け出なければならない。

２ 安全管理規程は、輸送の安全を確保するために索道事業者が遵守すべき事項

に関し、国土交通省令で定めるところにより、必要な内容を定めたものでなければ

ならない。

一 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項

二 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制に関する事項

三 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法に関する事項

四 安全統括管理者の選任に関する事項

五 索道技術管理者（索道事業者が、第二号及び第三号に掲げる事項に関する

業務のうち、索道の運行の管理、運転係員の資質の保持その他運転に関する

ものを行わせるため、索道事業に関する一定の実務経験その他の国土交通

省令で 定める要件を備える者のうちから選任する者をいう。）の選任に関する

事項

P5

19



６．索道技術管理者 責務（２）

鉄道事業法施行規則
P55

P303安全管理規程（制定例）

第五十八条の三（安全管理規程の内容）

安全管理規程の内容は、次のとおりとする。（抜粋）

・索道技術管理者の責務に関する事項

・索道技術管理員の選任及びその責務に関する事項

索道技術管理者は、次の業務を統括管理する責務を有する。

（１）索道の運行に関する事項

（２）索道施設の保守に関する事項

（３）係員（職員のうち、現場において索道施設の保守又は索道の

運行に係る直接の作業を行う者をいう。）の教育訓練に関する

事項
20



第十八条の三（安全管理規程等）（抜粋）

４ 索道事業者は、安全統括管理者及び索道技術管理者

を選任しなければならない。

５ 索道事業者は、安全統括管理者及び索道技術管理者

を選任し、又は解任したときは、国土交通省令で定める

ところにより、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に届け出

なければならない。

７ 国土交通大臣は、…索道事業者に対し当該安全統括

管理者又は索道技術管理者を解任すべきことを命ずる

ことができる。

鉄道事業法

６．索道技術管理者 選任・解任・解任命令

P6

［第３８条で準用する第１８条の３］

21



第五十八条の五（索道技術管理者の要件）（要約） P56

一 担当する索道と同じ種類及び方式の索道の維持及び

管理に関する技術上の業務の経験の期間が通算して三年

以上（大学等を卒業した者にあっては、二年以上）

二 当該索道事業者における索道の運行、索道施設の保守

その他技術上の業務を管理する権限を有する者

三 法の命令により解任され、その解任の日から二年を経過

しない者でない

法施行規則

６．索道技術管理者 要件（１）

【通達】「安全統括管理者の要件等の取扱いについて」

・ 季節を限定して営業する特殊索道の実務経験

１シーズンを0.8年に換算する P113 22



６．索道技術管理者 要件（２） 権限

４．索道技術管理者の要件等

（３） 規則第５８条の５第２号の規定による「業務を管理する

権限を有する者」とは、以下の権限を全て有している者で

あり、これらの権限が安全規程で位置付けられている者と

する。

① 当該索道の運行及び索道施設の保守の状況が把握

できる権限

② 管理すべきすべての安全関係部署（３．（２）①及び②

の業務を行う部署）を総合的に監督する権限

【通達】 管理者の要件等について
P111

参考： ３．（２） ① 索道の設計、施工、製作、改造

② 索道の運行及び索道施設の保守
23



４．索道技術管理者の要件等（抜粋）

・ 勤務形態は営業期間において常勤

・ 事業所毎に選任

（複数の索道があれば、担当索道を定めて複数選任可）

・ 当該索道事業者の職員

（やむを得ない場合…契約により、営業期間を通じて勤務）

P111

＜届出書の提出 ～ 選任・解任したとき遅滞なく＞

［規則第５８条の６準用］

（安全統括管理者及び索道技術管理者の選任及び解任の届出）

第三十六条の六 ・・・届出書を提出しなければならない。 P48

【通達】 管理者の要件等について

P45

６．索道技術管理者 要件（３） 届出

鉄道事業法施行規則

選任・解任届出書
24



第五十八条の七（索道技術管理員）

索道事業者は、索道技術管理者の行う業務を補助させる

ため、担当する索道と同じ種類及び方式の索道の維持管理

業務の経験の期間が通算して二年以上（大学等を卒業した

者にあっては、一年以上）である者又は国土交通大臣が

これと同等以上の能力を有すると認めた者のうちから、

索道技術管理員を選任しなければならない。 ※届出は不要

P57

鉄道事業法施行規則

７．索道技術管理員 要件・選任（届出は不要）（１）

P113

【通達】「安全統括管理者の要件等の取扱いについて」

・ 季節を限定して営業する特殊索道の実務経験

１シーズンを0.8年に換算する 25



７．索道技術管理員 要件・選任（届出は不要）（２）

【通達】 安全統括管理者の要件等の取扱いについて

５．索道技術管理員の要件等（抜粋）

・ 索道技術管理員は、索道基数に応じて選任。

選任数は、索道技術管理者と索道技術管理員を合わ

せた人数が所有索道基数より多くなるよう選任する。

・ 索道事業者の職員

（やむを得ない場合…契約により、営業期間を通じて勤務）

P112

26



P11

鉄道事業法

第三十五条（索道施設に関する技術上の基準）

索道事業者は、国土交通省令で定める技術上の基
準に従い、索道施設を維持し、及び管理しなければ
ならない。

P93

８．索道施設の維持・管理 技術上の基準

技術上の基準の細目を定める告示

【通達】索道施設の審査及び維持管理要領の
制定について

【通達】細目告示の解釈・運用について

索道施設に関する技術上の基準を定める省令

P99

P33

P81

27



第一章 総則

第一条（趣旨）

法35条の索道施設の技術上の基準については、この省令
の定めるところによる。

第三条 （細則の制定）

索道事業者は、この省令の実施に関する細則を定めなけ
ればならない。

２ 前項の実施に関する細則は、国土交通大臣がこの省令の

実施に関する基準を告示で定めたときは、これに従って定め
なければならない。

第四条（届出）

索道事業者は、…実施に関する細則を定め、又は変更

しようとするときは、あらかじめ、当該細則又は変更しようと
する事項を地方運輸局長に届け出なければならない。

P93

８．索道施設の維持・管理 省令（１）

索道施設に関する技術上の基準を定める省令（抜粋）

・運転取扱細則
・整備細則

P123

P76

28



第三章 運転
第三十条（運転の安全確保）

索道の運転に当たっては、索道係員の知識及び技術
並びに運転関係の設備を総合的に活用して、その索道
の安全確保に努めなければならない。

２ …状況の記録を活用して索道の安全度の向上に努め
なければならない。

P94

第一節～第七節は、索道の各設備・
装置ごとの技術上の基準

P96

８．索道施設の維持・管理 省令（２）

索道施設に関する技術上の基準を定める省令（抜粋）

第二章 構造
第一節 第七条（索道線路）

～
第七節 第二九条（準用）

通達「索道施設の審査及び維持管理要領」を併せて確認して下さい P33

（参考）鉄道に関する技術上の基準を定める省令の準用は、電気設備関係

29



２ 索道係員は、その知識及び技能を十分に発揮できない

心身の状態にあるときは、運転の安全に関係する作業を

行わせてはならない。

３ 運転者及び監視員は、索道の運転中所定の位置を離れ

てはならない。

４ 索道事業者は、人を安全に救助するための作業方法を

定め、これについて索道係員を訓練しておかなければ

ならない。

８．索道施設の維持・管理 省令（３）

索道施設に関する技術上の基準を定める省令(抜粋）

第三十一条（知識及び技能の保有等）
索道係員は、索道を安全に運転するために十分な

知識及び技能を保有しなければならない。

P96
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８．索道施設の維持・管理 省令（４）

索道施設に関する技術上の基準を定める省令(抜粋）

P96
第三十二条（旅客が遵守すべき事項の表示）

旅客に見やすいように表示しなければならない。

第三十三条（相互連絡）

運転者、監視員その他の索道係員は、適当な方法に

より、相互に密接に連絡しなければならない。

第三十四条（出発合図）

索道を運転しようとするときは、定められた方法の出発

合図をしなければならない。

第三十七条（風雨時等の処置）

風、雨、雪、霧等により索道の運転に危険を生ずる

おそれのあるときは、その運転を一時中止する等危険を

避けるため、適当な措置を講じなければならない。 31



第三十九条（索条等の整備等）

索条、支柱、停留場、原動設備、搬器その他の工作物は、

常に安全な状態に整備しておかなければならない。

第四十一条（始業点検）
索道は、一日一回その使用前、試運転を行い、索条、支柱、

原動設備、搬器その他の工作物を点検しなければならない。
第四十二条（検査）

索道の設備は、国土交通大臣が告示で定める基準に従い、
検査をしなければならない。

第四十三条 （記録）
…索条等の整備を行ったときはその年月日及び内容を、

前条の規定により設備の検査を行つたときはその年月日
及び成績を、それぞれ記録しなければならない。

P97

８．索道施設の維持・管理 省令（５）

索道施設に関する技術上の基準を定める省令（抜粋）

「索道施設に関する技術上の基準
の細目を定める告示」 P99
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【通達】索道施設の審査及び維持管理要領の制定について

P33

第１章 総則

１．１．１ 適用範囲等

この要領は、索道施設に関する技術上の基準を定める省令

の運用に必要な索道施設の構造の標準的な技術基準及び

索道施設の標準的な維持管理方法について定めるもの。

１．１．２ 用語 ～ 用語の定義

１．２ 索道の方式

P35

８．索道施設の維持・管理 通達１（１）

「索道施設の審査及び維持管理要領」（抜粋）

第２章 索道線路
～ ・・・索道施設の標準的な技術基準

第９章 電気設備
P38～52

参考：講習会テキスト P1～
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１０．１ 運転
・ 救助訓練

乗客を安全・迅速に救助するための作業方法を定め、
これについて索道係員を訓練しておく

・ 旅客が遵守すべき事項の掲示（略）
・ 乗客の運送制限（略）

１０．２ 整備
・ 省令の実施に関する細則を定め、これに基づき索道設備

の整備を行う
・ 索条の交換

交換基準

第１０章 維持管理 P52

８．索道施設の維持・管理 通達１（２）

【通達】索道施設の審査及び維持管理要領の制定について
「索道施設の審査及び維持管理要領」（抜粋）

「整備細則」 P76
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８．索道施設の維持・管理 通達１（３）

１０．３ 始業点検及び検査
・始業点検

・ １日１回その使用前、起点から終点までの間の 試運転を
行い、索条、支柱、原動設備、搬器その他工作物を点検

・ 索条等に着雪又は着氷のおそれのある索道にあっては、
これらに対応する始業点検及び試運転の方法を定め実施

・ 検査
告示に定める基準に従い、索道設備の検査に関する細目
を定め、これに基づき索道の設備の検査をする

・ 記録
① 整備の実施年月日、内容を記録
② 検査の実施年月日、成績を記録
③ ３年間保存 ※索条の記録は索条を交換するまで保存

【通達】索道施設の審査及び維持管理要領の制定について

P53

「索道施設の審査及び維持管理要領」（抜粋）

「索道施設に関する技術上の基準の細目を定める告示」 P99

「整備細則」

P76
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第三条（索道の設備の検査）

省令第四十二条の告示で定める基準は・・・定めるところによる。

一 運転保安に関係のある設備（別表第二の○印）を新設、

改造又は修理した場合

・ 臨時検査（当該設備と密接に関係する設備を含み、事業

の用に供するときまでに別表第二の検査方法により実施）

・ 試運転

二 六月以上休止した場合

・ 臨時検査（基準適合確認検査：別表第二に掲げる検査

対象設備を同表の検査方法により事業の再開までに実施）

・ 試運転

三 前二号以外の検査（別表第二）

・ １月ごと、３月ごと、１２月ごと

P99

索道施設に関する技術上の基準の細目を定める告示（抜粋）

８．索道施設の維持・管理 告示

P101 別表第二

※３月ごとは単線固定・単線自動
循環式索道は該当設備なし

通達「細目告示の解釈・運用について」を併せて確認して下さい P81
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【通達】細目告示の解釈・運用について（抜粋） P81

・ 「常に安全な状態で運行するという目的をかなえるために

確実な検査を実施しなければならない。」

・「１月ごと」は、概ね１月であればよい。（３、１２月ごとも同じ）

・「12月ごとの検査」は、1月、3月の検査を合わせて行う。

・ 支えい索の測定は全長にわたり200m以内ごとに（全長が

1,000m未満は５箇所以上）測定するとともに接合部を測定。

・ 制動装置の測定は、最大荷重条件において制動機の種類

ごとに、制動試験により制動距離等を測定。

・ 救助装置の作用の確認は、救助装置の種類ごとに、それ

ぞれの装置が使用される高さ等の状況に応じた試験を実施。

・ 始業点検を行ったときは、その年月日及び結果を記録し１年

間保存。

８．索道施設の維持・管理 通達２
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おわり

ご清聴ありがとうございました。
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